
認定率の比較 認定者数 第1号被保険者数

（％） （人） （人）

計画値 実績値 差異 計画値 実績値 計画値 実績値

24.4% 23.4% 0.7% 977 935 3,998 3,991

前期高齢者 - 3.7% 3.7% - 64 1,679 1,750

後期高齢者 - 38.9% 38.9% - 871 2,319 2,241

受給者数・受給者1人あたり給付費

（人） （円） （円）

計画値 実績値 差異 計画値 実績値 差異 計画値 実績値 差異

訪問介護 2,232 2,009 223 69,160 63,145 6,015 154,365,000 126,858,106 27,506,894

訪問入浴介護 108 73 35 83,111 80,505 2,606 8,976,000 5,876,878 3,099,122

訪問看護 1,032 1,126 -94 32,909 38,309 -5,400 33,962,000 43,136,048 -9,174,048

訪問リハビリテーション 768 922 -154 39,181 34,617 4,564 30,091,000 31,917,044 -1,826,044

居宅療養管理指導 840 670 170 8,046 8,710 -664 6,759,000 5,835,936 923,064

通所介護 2,040 2,142 -102 98,843 83,294 15,549 201,640,000 178,415,132 23,224,868

通所リハビリテーション 1,296 1,261 35 51,689 49,047 2,642 66,989,000 61,848,425 5,140,575

短期入所生活介護 600 587 13 143,030 121,385 21,645 85,818,000 71,253,106 14,564,894

短期入所療養介護（老健） 84 49 35 58,714 102,154 -43,440 4,932,000 5,005,548 -73,548

短期入所療養介護（介護医療院） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

短期入所療養介護（介護療養型医療施設） 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福祉用具貸与 4,572 4,298 274 10,664 10,855 -191 48,758,000 46,655,731 2,102,269

特定施設入居者生活介護 36 12 24 177,417 211,028 -33,611 6,387,000 2,532,334 3,854,666

定期巡回・随時対応型 12 24 -12 72,333 71,307 1,027 868,000 1,711,364 -843,364

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0

地域密着型通所介護 324 110 214 77,111 88,345 -11,234 24,984,000 9,717,951 15,266,049

認知症対応型通所介護 324 0 324 2,015 0 2,015 653,000 0 653,000

小規模多機能居宅介護 576 580 -4 180,378 176,706 3,672 103,898,000 102,489,536 1,408,464

認知症対応型共同生活介護 324 317 7 236,022 232,111 3,911 76,471,000 73,579,192 2,891,808

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0

地域密着型介護老人福祉施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0

看護小規模多機能型居宅介護 24 24 0 146,958 175,939 -28,981 3,527,000 4,222,538 -695,538

介護老人福祉施設 1,572 1,567 5 268,938 259,128 9,810 422,771,000 406,053,882 16,717,118

介護老人保健施設 828 857 -29 263,417 263,765 -349 218,109,000 226,046,868 -7,937,868

介護医療院 24 12 12 390,375 363,748 26,627 9,369,000 4,364,976 5,004,024

介護療養型医療施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6,528 6,242 286 11,950 12,011 -61
受給者数、給付費ともに下回っています。
要介護認定者数の乖離が影響していると考えられ
ます。

78,010,000 74,971,998 3,038,002

給付費

居宅介護サービス全体では、受給者数が計画を下
回りました。また、一人当たりの給付費も下回っ
ていることから、利用者の要介護区分が計画より
も中度や軽度の軽い傾向になっていると考えられ
ます。
訪問リハビリテーションについて、受給者と給付
費ともに上回っており、通院が困難な利用者が増
えてきていることや、自宅という実際の行動環境
においてマンツーマンで機能訓練が行われること
への利用者ニーズの高まりも考えられます。
短期入所（老健）は、受給者数が下回っているに
も関わらず、給付費は上回っています。1人当たり
の受給額が計画の２倍近いことから、要介護区分
の重度傾向が考えられます。

地域密着型通所介護について、町内指定事業所の
前年度末での閉鎖や、一部の利用者が施設入所し
たこと等により実績が伸びなかったと考えられま
す。
また、認知症対応型通所介護について、有料料人
ホームといった近隣の住所地特例施設入居者の新
規利用を見込んでいたものの、実績はありません
でした。

施設サービス

介護予防支援・居宅介護支援

受給者数 受給者数1人あたり給付費
サービス名

居宅介護(予
防)サービス

老人福祉施設は、受給者数はほぼ差異が無いもの
の、一人当たりの給付費が下回っていることか
ら、受給者の要介護区分が中度傾向になったと考
えられます。他方、老人保健施設は、受給者数、
給付費ともに計画を上回りました。

計画値との差異について考えられる要因

地域密着型
サービス

サービス見込量の進捗管理

計画値：令和３年度、実績値：厚生労働省「介護保険事業状況報告」

要介護認定率

年齢階級

計画値との差異について考えられる要因やその確認方法

要介護認定率は0.7%の減少となりました。第1号被保険者数の合計では差異はほぼあり
ませんが、年齢階級で見ると、その構成は、前期及び後期高齢者とも逆転しており、要
介護認定率の減少に影響したものと考えられます。


